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高圧ガス保安法の現状と課題について（ディスカッションペーパー） 

平成 27 年 3 月 12 日 

高圧ガス保安室 

 

 現在、高圧ガス保安法を巡る環境は、新たな技術分野の導入・普及に向けた

規制整備のニーズへの措置をはじめ、大規模自然災害への対策強化、コンビナ

ート事業所における重大事故の発生など、喫緊の対応を要してきた。 

こうした状況を踏まえ、重大事故の発生防止の重視、自主保安の向上、新た

な技術の制度的な対応の円滑化等といった視点から、現行の高圧ガス保安法を

総括し課題の検討を行う。 

 

１．高圧ガス保安法の歴史と現状 

 高圧ガスに係る保安行政は、平成 8年における高圧ガス取締法から高圧ガス

保安法への改正移行を行い、民間事業者による自主保安活動の促進による保安

の維持を目的とした法体系となり、性能規定化をはじめとした規制の合理化が

図られたところ。移行後の姿は以下。 

 

①行政による直接規制の最小限化：民間事業者による自己適合、第三者認証の促進 

 ②認証、検査業務への競争原理の導入 

 ③民間事業者の技術開発の促進：性能規定化（省令補完基準を例示基準に改正） 

 

 近年は、水素スタンド・水素燃料電池自動車をはじめとした新たな技術分野

の導入・普及に向けた規制整備のニーズは、性能規定化をしているにも関わら

ず、技術の導入初期であるが故に、国家プロジェクトにより技術開発したもの

の安全性の検証を経た上で、例示基準の作成を求めるものが中心であるという

現状がある。 

 また、近年の重大事故の発生や、事故件数が高止まりしている実態もある。 

 

２．高圧ガス保安行政の目指すべき方向性と検討すべき中長期的な課題 

 上記、高圧ガス保安行政が直面する現状を踏まえ、総括的に検証し、中長期

的なものを含み、課題を明らかにし、目指すべき方向性の検討を行う。 

 

＜目指すべき方向性＞ 

高圧ガス保安行政は、基本的はコンセプトとして以下を目指すべき（あるい

は、再認識すべき）ではないか。 
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 技術の進歩や市場・国際的潮流の変化等に迅速かつ柔軟に対応できるような

規制への進化 

 具体的には、 

 Risk-Based-Approach に基づく重大事故の発生防止を重視する方向へ 

～重大事故の発生確率（事業所数単位）を世界一低いレベルに～ 

 自主保安の高度化を促すような規制へ（例：保安レベルを向上させてい

る企業にインセンティブを付与する規制） 

 企業の自由な取り組みを可能とするような規制へ（例：企業の研究開発

や新技術の市場投入を阻害しない規制） 

 規制に係るコスト（事業者側の規制対応コスト、行政側の規制執行・運

用コスト等）を最小化 等 

こうした取組を通じて、事業者の負担の合理化を図るとともに、事業者の創

意工夫やイノベーションを活かしつつ、保安水準の一層の高度化を目指す。 

 

＜直面する課題＞ 

 

○企業の創意工夫の向上 

・現在の行政機関・事業者等において性能規定化された基準が活かされず、そ

の運用が仕様規定的となり企業の創意工夫を妨げている懸念 

・業界主導による規格作成と国際標準化の取組の奨励 

（先進例：ＦＣＶ容器のｇｔｒ対応） 

・認定事業者等が取り組む保安レベルに応じたインセンティブの差異化 

 

○重大事故等の発生防止 

・現場における設備高経年化への対応 

・ベテラン従業員の退職等世代交代への対応 

・リスクアセスメントの実施の不足 

 

＜各 論＞ 

○性能規定化 

  高圧ガス保安法は、技術基準等の仕様を定めない、あるいは、複数の仕様

を認めることによって、「企業の創意工夫による技術開発の促進」を図るとい

う「性能規定化」を平成 8年の改正において実施済みであるが、現在の性能

規定化は十分であるといえるか。 

また、行政機関（国・都道府県等）での運用や規制対象である事業者等から

は参考基準であるはずの例示基準が以前の仕様規定における技術基準と同様
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に扱われている現状について、本来の性能規定化の目的に鑑みてどのように評

価されるか。さらに、「性能規定化」の実効性を高めるためには、行政機関、

事業者、第三者認証機関等の果たすべき役割はいかにあるべきか。 

 

○公的規格等の活用の促進 

  国内規格（JIS 等）、国際・海外規格（UN、ISO、EN 等）や業界団体等の規

格等を部分的に引用している例が一部の例示基準にあるものの、規格等全体

が直接引用されていないという現状にある。 

例示基準化には評価や改正手続に時間を要することから、例示基準化を経ず

に規格等の直接活用していくための工夫があってもよいのではないか。 

例えば、高圧ガス保安協会において省令基準適合確認を受けた規格等は、例

示基準化を経ずに、規格等の直接活用を可能とする。その際、国内外の公的規

格は安全上の懸念がない限りにおいて、同規格の検討過程等を尊重し迅速かつ

円滑に適合確認を行う仕組みなどが考えられるのではないか。 

  また、こうした仕組みの実効性を高めるためには、その前提として、規格

等策定に向けた関係業界の積極的な活動が不可欠ではないか。 

 

○国際整合化／相互承認の導入・活用 

  我が国の事業者が新たな技術分野における国際的な輸出市場を獲得するこ

とにも資することから、国際基準等との整合化を図るとともに、相互承認の

仕組みを導入すべきではないか。（例：国連協定に基づく燃料電池自動車等分

野の相互承認の検討 等） 

  国際基準等の整合化を図るにあたっては、国連等の国際基準等の検討の場

において、行政機関等は産業界を代表する専門家との連携のもと、我が国の

技術的な知見を動員して国際的な規格等の策定の議論を先導すべきではない

か。 

 

○保安規制の差異化 

  企業における自主保安の取組を促し、さらなる取組に対するモチベーショ

ンを高めるためにも、各事業者の取組実績・成績を見える化するための客観

的な評価の仕組みが必要ではないか。（例：認定制度と保険会社等による評価 

等との連携 等） 

事業者の取組実績等の評価を活用し、規制制度においても、各事業者一律の

規制ではなく、例えば、パフォーマンスの高い優良事業者や、AI などの最新

の情報技術等を導入してデータ活用による高度な保安対策を実施しているな

ど高い保安レベルにある事業者などについては、優遇されるような規制とする
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ことも有効ではないか。（例：認定事業者制度への活用（開放検査周期の延長、

軽微変更の対象の拡大、認定更新期間の延長 等）） 

 

○保安に関する情報発信の推進～企業の保安に係る取組の自己発信～ 

  東日本大震災以降の地域住民における安全に対する意識の高まり、昨今の

コンビナートにおける重大事故の発生や水素スタンド・燃料電池自動車など

新たな技術の普及・導入など、事業者によるリスクコミュニケーションの重

要性が高まっている。 

こうした状況を踏まえ、企業の安全・保安に関する取組（地域やユーザーと

のリスクコミュニケーション等を含む）を自ら発信し、企業の信頼を向上する

取組を奨励する仕組みが必要ではないか。（例：事業者の CSR 報告書等による

情報発信を認定制度における評価事項に追加 等） 

 

○規制対象の再点検 

  事故発生等のリスクに応じた規制の合理化の観点から、リスクの小さい製

品（例：緩衝装置、消火器など）やガス種（例：高圧・高温の水）等につい

ては規制対象から除外・緩和すべきではないか。併せて、裾切りレベルにつ

いて再点検すべきではないか。 

  また、研究開発に取り組む事業者の保安レベルや事故発生等のリスクを勘

案しつつ、事業者の技術開発を促す規制の合理化を図るという観点から、研

究開発特例等を拡充すべきではないか。（例：小規模試験研究設備に関する手

続緩和 等） 

 

○アドミニストレーション・コストの低減化 

  申請等に必要な書類の簡略化・省略化の検討、ペーパーレス化の促進、第

三者認証機関等の事前相談等の一層の活用等を図ることで、規制に係る申請

者の事務負担と事務的な行政コストを低減するべきではないか。（例：TV 会議

の活用による事業者との打合せの合理化 等） 

 

○事故対策に必要な事故情報の収集・分析・共有の再検討 

 事故対策の実効性を高めるために、行政機関-業界団体-事業者が蓄積してい

るビックデータを活用することが有効であると考えられることから、関係者間

でビックデータの共有・活用を進めるための枠組みづくりが必要ではないか。 

 一方で、高圧ガスの事故は漏洩事故を中心に高止まりにあるが、事故対策に

おいて事故データを有効活用する観点からは、構造上漏洩が不可避な事象（例：
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メカニカルシール1等からの漏洩）等について事故報告制度上どのように位置づ

けるかを検討すべきではないか。 

 

○その他（規制間の整合化） 

  事業者等の手続負担の軽減の観点から、高圧ガス保安法と他の規制法令間

（他省庁所管も含む）においても検査やヒアリングの合同実施など可能な限り

合理化に向けた検討をすることも重要ではないか。また、高圧ガス保安法下の

各規則間で規制レベル等に不統一がみられることから、規則間で整合化を図る

必要があるのではないか（例：用語の統一、規制対象や試験方法の統一等）。 

 

以上 

                                                  
1 回転軸用接触式密封装置の一種。機械装置の内部から外部への流体の漏れや，外部から機械装

置内部へ有害な流体，固形異物などが侵入するのを防止する。 
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  規制の整合化等に向けた検討について（案） 

 
                         平成２７年３月１１日 

                      経 済 産 業 省 

                      商務流通保安グループ 

ガ ス 安 全 室 
 

液化石油ガス法の保安規制について、企業の自助努力を促す規制への変革や保安確保策

を適切かつ機動的に対応し得るものに進化させるため、以下の視点から検討を進めていく。 
 

１．既存規制の見直し（規制・制度間の整合化） 

液化石油ガス法に基づく液化石油ガス販売事業は、消費者保安の観点からガス事業法に

おける簡易ガス事業と類似性を有しているものの、保安確保に関する制度体系が根本的に

異なることから、技術基準や保安業務等の保安規制の面において様々な相違点が存在する。 
 
一方、先般行われたガスシステム改革の保安に係る議論では、保安レベルの維持･向上を

前提として、望ましい保安の在り方について検討が行われてきたが、その検討方針におい

て、技術基準等の保安規制のうち技術的に同じ評価が可能なものに関しては、できる限り

整合化を図ることが重要であるとされたところである。具体的には、消費者に対する周知

業務について周知の頻度を可能な限り整合化することや消費機器の調査頻度を可能な限り

整合化を図ることなどである。 
 
また、ＬＰガス供給設備･消費設備やバルク供給に使用する充塡設備など、高圧ガス保安

法を含め適用法令に関係なく同一仕様の設備ないし機器がそのまま使用されている例が少

なからずある。各法規間の整合化又は合理化を図るには、安全性の確保が前提条件となっ

ていることから、運用実態上の課題等について把握しておく必要がある。 
 
具体的には、以下の①〜③のとおり、他法令との比較検討や運用面での実態調査等を行

うことで、安全性の確保を前提として液化石油ガス法とガス事業法等他法令の保安規制に

おける整合化等を図る上で必要となる技術的要件等の整理を行うとともに、整合化等に向

けた課題等の取りまとめを行う（１年を目途）。 
 
① 保安規制の比較検討調査 

液化石油ガス法をベースにガス事業法及び高圧ガス保安法の分野において類似性を有する規

制内容を抽出･整理した後、各法規間における保安レベルの差異などについて調査し、整合化等

の可能性について整理を行うとともに、保安上の課題等について取りまとめる。 

② 運用実態の詳細調査 

上記①の比較検討調査により、他法令との整合化等を図ることが望ましい規制事項について

は、当該規制事項の運用に関わる液化石油ガス販売事業者等を対象に運用実態等に係るヒアリ

ングを行うほか、従来の運用において蓄積された保安技術データ等の収集及び分析･解析を行う

など、整合化等によって安全性が確保されるかについて検証を行う。 

③ 調査結果を踏まえ、規定整合化に向けた検討 

上記①及び②に掲げる調査結果を踏まえ、安全性の確保を前提として液化石油ガス法の保安

規制の整合化等に向けた課題等の取りまとめを行う。  
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２．企業の技術革新を促進（性能規定化） 

液化石油ガス法に基づく保安の確保において、技術の進歩や新製品の開発に柔軟に対応

できるようにするため、既にＬＰガスの保安に係る技術基準の多くが性能規定化されてい

る。具体的には、平成１２年８月に省令補完基準として定めていた詳細基準を例示基準と

して示され、性能規定化への措置などを行っているところ。 

 

しかし、一部の告示（供給設備、消費設備及び特定供給設備に関する技術基準等の細目

を定める告示）などに仕様基準が存在しているため、今後も技術進展が見込まれる分野を

絞り込み、都市ガス等の相互乗り入れも考慮して、民間規格を採用した性能規定化の可能

性について検討する（１年を目途）。 

 

なお、バルク供給システムについては、平成９年液化石油ガス法の一部改正により導入

されて以降、告示で定める２０年検査の実施という節目を未だ経過していないため、循環

サイクルを回した上で、全体評価（平成３０年度頃を予定）を行う際に、性能規定化の是

非も含めた検討を行うこととする。 

 

現在、液化石油ガス器具等の技術基準等に関する省令（以下、｢器具省令｣という。）に

おいても現行の技術基準（仕様規定）を性能規定化する検討を進めており、来年度中の省

令改正（公布・施行）を目指している。これに伴い、液化石油ガス法の保安関係省令、告

示も一部改正を行う予定。 

 

（参考） 

 ○液化石油ガス法における今後の性能規定化の例 

ガスメーターの機能、硬質管等の規格 

【現状】 

  「供給設備、消費設備及び特定供給設備に関する技術基準等の細目を定める告示」において、ガスメーター、硬

質管等の詳細な仕様（構造、寸法、材質等）を規定 

【性能規定化への移行】 

民間規格（JISやKHKS）を採用しつつ、ガスメーター、硬質管等について、保安の確保上必要な性能等の規定を

検討 

 

○器具省令の性能規定化の概要 

 ・ガス用品等において、技術の進歩や新製品の開発に柔軟に対応できるようにするため、品目ごとに技術基準を詳

細に定める現行の仕様規定を改め、ガス用品等の安全に必要な性能を定めた性能規定化を平成２４年度から検討

中。 

   ・技術基準を性能化することで、事業者は、所定の安全性能を満たせば足りることになるため、設計の自由度が大

きくなり、迅速かつ的確な商品開発が可能となる。  
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３．認定販売事業者制度の有効活用に係る検討 

認定販売事業者制度については、液石法の改正（平成９年４月１日施行）により新設さ

れ、集中監視システム等高度な保安確保機器を導入（※１）し、液化石油ガス保安の高度化

に積極的に取り組んでいる液化石油ガス販売事業者を認定（※２）し、更なる保安の高度化

を図ることを目的としている。 
 

（※１）認定の要件（ＬＰガスの販売契約を締結している一般消費者のうち、次の３条件を全て満たした一

般消費者が７０％以上であること） 

①法令で要求する機能をもったガスメーター・調整器等の保安確保機器を一般消費者宅に設置していること。 

②法令に基づいて保安確保機器の期限管理をしていること。 

③集中監視システムを設置し、緊急時には一般消費者宅のガスメーターの遮断弁を遠隔遮断できること。 

（※２）認定販売事業者数２３９事業者（平成２６年１０月１日現在） 
 
 

認定販売事業者は、業務主任者の選任基準の緩和、供給設備点検･消費設備調査の周期

の緩和、緊急時対応に係る所要時間の緩和等の特例措置(ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ※３)を受けることがで

きる。 
 
（※３）認定液化石油ガス販売事業者に対する優遇制度 

①販売所ごとに選任が義務付けられている業務主任者の選任基準の緩和 

－基準となる一般消費者等の数から認定対象消費者等の数の２／３を減じることができる。 

②原則として３０分以内に到着とされている緊急時対応の要件の緩和 

－４０キロメートル以内を同要件に適合しているとみなす。 

③４年に一回以上とされている定期供給設備点検及び定期消費設備調査の一部の頻度の緩和  

－１０年に一回以上とすることができる。 
 
 

しかしながら、近年では情報通信手段の多様化に伴う設備投資の増大、認定販売事業者

の基準（７０％）のハードルがあるなどの課題がある。このため、集中監視システムの普

及の促進、認定販売事業者制度の有効な活用を図るための対策を検討する（１年を目途）。 
  

（図）ＬＰガス集中監視システムの例 
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1

液化石油ガス法に係る主な規制（販売事業者・保安機関）

販売事業者
液化石油ガス販売
事業に関する規制

保安機関
保安機関に関する

規制

販売事業の登録
（法第３条第１項）

販売所等の変更届出
（法第８条）

貯蔵施設の保有義務（法第１１条）

特定供給設備の設置許可（法第３６条第１項第２号）

規格不適合ガス販売禁止（法第１３条第１項）

書面交付義務（法第１４条第１項）

販売方法の基準適合義務（法第１６条第２項）

供給設備の基準適合義務（法第１６条の２第１項）

保安教育、業務主任者、同代理者選任（法第１８条、１９条、２１条）

保安業務実施義務（法第２７条第１項）

認定販売事業者の認定
（法第３５条の６） 報告義務（法第３５条の７）

業務主任者選任の特例（法第３５条の８）
保安業務の特例（法第３５条の９）

保安機関への委託（法第２７条第２項）

器具省令

（性能規定化）
引用

再委託の禁止（法第３４条第２項）

保安機関の認定
（法第２９条第２項）

認定の更新
（法第３２条第１項）

保安業務規程の認可（法第３５条第１項）

一般消費者等の数の増加認可（法第３３条第１項）

一般消費者等の数の減少届出（法第３３条第２項）

保安業務実施義務（法第３４条第１項）

供給設備点検
（法第２７条第１項第１号）

消費設備調査
（法第２７条第１項第２号）

周知
（法第２７条第１項第３号）

緊急時対応
（法第２７条第１項第３号）

貯蔵施設又は特定供給設備の許可（法第３７条）

性能規定化

器具省令

（性能規定化）
引用

供給設備の技術基準
適合義務等

（法第１６条の２等）

消費設備の技術基準
適合義務

（法第３６条の５等）

供給設備の技術上の基準
（施行規則（第１８条）

バルク供給に係る供給設備の技術
上の基準（施行規則第１９条）

消費設備の技術上の基準
（施行規則第４４条）

特定供給設備の技術上の基準（施
行規則第５３条）

バルク供給に係る特定供給設備の
技術上の基準（施行規則第５４条）

保安業務に係る技術的
能力の基準等の細目を

定める告示

供給設備、消費設備及
び特定供給設備に関す
る技術基準等の細目を

定める告示

バルク供給及び充てん
設備に関する技術上の
基準等の細目を定める

告示

液化石油ガス販売事業者の
認定に係る保安確保機器の
設置等の細目を定める告示

認定販売事業
者制度の有効

活用
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